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職業紹介事業を行う学校等に対する助言、指導等に係る留意事項について 

 

 

日頃から、若年者雇用対策の円滑かつ効率的な推進に御尽力いただき深く感謝

申し上げます。 

さて、職業紹介事業を行う学校等に対する助言、指導等については、「学校等

の行う無料職業紹介事業関係業務取扱要領」（平成 28 年８月 19 日最終改正。以

下「業務取扱要領」という。）に基づき実施していただいているところです。 

近年、若者の「使い捨て」が疑われる企業の存在が指摘されており、従前のよ

うに若者が新卒の際に安定的な職に就き、企業に長期的に育成されるというこ

とが必ずしも期待できない状況となっています。 

このような中、公共職業安定所（以下「安定所」という。）だけでなく、安定

所以外の職業紹介事業者についても、適切な職業紹介事業の運営が求められて

います。 

こうしたことから、今般、学校等の行う職業紹介事業が適切に運営されるよう、

安定所における助言、指導等に係る留意事項を下記のとおりといたしますので、

その実施に遺漏なきようお願いいたします。 

 

 

記 

 
１ 趣旨 

  学校等の行う職業紹介については、業務取扱要領第１にあるとおり、学生

等の職業適性を十分把握している学校等が職業安定機関の指導・援助を受け

ながら自らの事業として職業紹介を行うことがより実態に即するものとして、

職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号。以下「安定法」という。）第 33 条の２

の規定により、厚生労働大臣に届け出ることにより、無料職業紹介事業を行

うことができるものとされている。 

別 添 



  一方で、学校等は職業紹介事業者であることに変わりはなく、安定法等に

おいて、求職者に対する労働条件等の明示、求職者の能力に適合する職業の

紹介等、職業紹介事業者としての責務等が課せられている。 

  また、青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号。以下

「若者雇用促進法」という。）が昨年の通常国会で成立し、職業紹介事業を行

う学校等においても、その趣旨に沿った適切な職業紹介事業の実施が求めら

れるところ、安定所が学校等の行う職業紹介事業の運営状況を把握し、必要

に応じて、より適切な運営を促していく必要がある。 

 

２ 学校等の職業紹介事業の運営状況の把握及び助言、指導等の実施 

（１）助言、指導等の実施時期 

安定法第 33 条の２第１項に基づき、学校等が職業紹介事業の届出を行

った際に、「適切な職業紹介事業を行うためのチェックリスト」（別添１。

以下「チェックリスト」という。）を配付して自己点検を促すとともに、

下記（３）に掲げる事項について特に丁寧に説明すること。 

また、現に職業紹介事業を行っている学校等については、管内すべて

の職業紹介事業を行う学校等へチェックリストを郵送し、自己点検を促

すとともに、学校等への訪問時や職業紹介事業報告書の提出時など、安

定所の実情に応じた機会を捉え、チェックリストを活用して、（３）ハの

職業紹介事業の取扱職種の範囲等の届出を促すなど、助言、指導等を行

うこと。 

（２）助言、指導等の実施方法 

安定法第 48 条の２の規定により、助言、指導等に当たっては、まずは

チェックリストの配付やチェックリストを活用した助言により行うこと

とするが、是正がなされない場合等、必要に応じて、指導票（別添２）

又は是正指導書（別添３）により行うこととする。 

指導票については、学校等の行う職業紹介事業に関し、違法行為に該

当しない場合であって、適正な事業の運営及び求職者の保護を図るため

に一定の措置を講じさせることが必要であると認められるときに、その

理由、講ずべき措置の内容及び是正期日等を記載した上で交付し、改善

を求めること。 

また、是正指導書については、違法行為がある場合に、当該違反して

いる法令の条項、具体的違反の概要、是正するための措置の内容、是正

期日等を記載した上で交付し、是正を求めること。 

なお、業務取扱要領第４の５における職業紹介事業報告書の提出がな

されていない場合には、是正指導書の提出による指導対象となることに

留意すること。 

 



（３）助言、指導等に当たり特に留意すべき事項 

助言、指導等に当たっては、青少年の雇用機会の確保及び職場への定

着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他の関係

者が適切に対処するための指針（平成 27 年厚生労働省告示第 406 号。以

下「事業主等指針」という。）等により、職業紹介事業を行う学校等が講

ずべきこととされている事項のうち、下記のものについて、特に留意し

て確認を行うこと。 

イ 労働条件の明示について 

 依然として、固定残業代の明示をめぐるトラブルが見受けられるが、

事業主等指針第二の一（一）ヘにおいて、事業主が固定残業代を採用

する場合に明示すべき事項を定めていることから、学校等の求人票に

ついて当該内容もあわせて確認の上、必要に応じて助言、指導等を行

うこと。 

 高卒求人については、安定所において予め求人内容を全て確認して

いるが、大卒等求人については、そのような確認をしておらず、また、

任意の様式を用いる場合があるため、大学等における求人票を確認す

る際には、明示すべき事項が適切に明示されているか確認を行うこと。 

 その他固定残業代の明示に係る事務については、平成 27 年９月 30

日付け職派若発 0930 第５号「「青少年の雇用機会の確保及び職場への

定着に関して事業主、特定地方公共団体、職業紹介事業者等その他関

係者が適切に対処するための指針」に係る助言及び指導に関する留意

事項について」（平成 28 年８月 19 日最終改正）により取り扱うこと。 

ロ 若者雇用促進法に基づく青少年雇用情報の提供について 

   若者雇用促進法第 14 条において、求人者は、学校卒業見込者等求

人の申込みに係る学校等を含む職業紹介事業者に対し、青少年雇用

情報を提供するように努めなければならないこと、及び学校卒業見

込者等からの求めに応じ、青少年雇用情報を提供しなければならな

いこととしていることから、適切に青少年雇用情報が提供されてい

るか確認すること。 

なお、学校等を含む職業紹介事業者からの青少年雇用情報の提供の

求めに応じない求人者があった場合等については、安定所において相

談を受け付け、必要に応じ、当該求人者への指導等を行う旨もあわせ

て説明すること。 

その他青少年雇用情報の提供に係る事務については、平成 28 年１

月 29 日付け職発 0129 第 56 号「青少年の雇用の促進等に関する法律

に基づく青少年雇用情報の提供について」（平成 28 年８月 19 日最終

改正）により取り扱うこと。   

 



ハ 若者雇用促進法に基づく安定所における求人の不受理に準じた取

組の促進について 

  事業主等指針において、学校等を含む職業紹介事業者も、若者雇用

促進法第 11 条に基づき安定所が不受理とすることができる求人者か

らの学校卒業見込者等求人は取り扱わないよう、安定法第 33 条の２

第５項の規定により、職業紹介事業の取扱職種の範囲等の届出を行う

ことが望ましいとしている。平成 28 年１月 29 日付け職発 0129 第 52

号「青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく求人不受理について」

（平成 28 年８月 19 日最終改正）の 11 において、その周知を行うよ

う指示しており、学校等への訪問時や職業紹介事業報告書の提出時な

どあらゆる機会を捉えて、学校等に再度促し、取組が行われるように

すること。 

 （４）改善命令及び事業停止命令 

助言、指導等を経てもなお是正がなされない場合、直ちに行政処分等

の制裁措置を講じるのではなく、まず、改めて学校等に対し、法の趣旨

等を十分に説明することにより、法違反の事実及び是正の必要性を認識

させ、一定期間内（事案によっては即時）に是正するよう指導すること。 

      一連の指導を行ってもなお是正がなされない場合は、安定法第 48 条の

３に基づく安定所長による改善命令（別添４）又は同法第 32 条の９第２

項に基づく労働局長による事業停止命令（別添５）を検討することとす

るが、事前に、都道府県労働局を経由し本省若年者雇用対策室へ相談す

ること。 

（５）立入検査 

安定法第 50 条第２項に基づく立入検査については、業務取扱要領第３

の２（２）ロのとおりだが、立入検査のための証明書は、職業紹介事業

等立入検査証（安定法施行規則第 33 条第２項における様式第９号）によ

ること。 

 

３ 本省への報告 

  学校等の職業紹介事業に係る助言、指導等の実施状況等については、年度

ごとに取りまとめ、各都道府県労働局から本省若年者雇用対策室に対し、「職

業紹介事業を行う学校等に対する指導等実施状況」（別添６）により、翌年度

４月末までに報告すること。 

 

 

 

  



関係条項
違反等
の有無

備考

①無料職業紹介事業の実施に当たり、主たる事務所の所在地を管轄す
る公共職業安定所（以下「安定所」）に届出をしている。 法第33条の2第1項

②無料職業紹介事業の変更について、変更する事実の発生した日から
10日以内に事業所の所在地を管轄する安定所に届出をしている。 法第33条の2第1項

○求人申込み受理に関する事項

①求人の申込み内容が関係法令に違反していない。

（主なチェック項目）

□労働時間についての条件が休憩時間を除き1日について8時間、1週
間について40時間を超えるものでない
□危険、有害な業務、坑内の労働又は深夜業に就かせるために年少者
（満18歳に満たない者）を雇い入れるものではない
□女性又は妊産婦の就業が禁じられている業務のために女性を雇い入
れるものではない
□危険な業務（クレーン運転、ボイラーの取扱い、金属の溶接等）の
経験又は必要な資格、技能を有しない労働者を雇い入れようとするも
のではない
□最低賃金の適用を受ける労働者に対して支払われる賃金額がその最
低賃金末満ではない
□正当な理由なく障害者でないことを条件としていない
□社会保険、労働保険等の適用対象事業所にあっては、必要な手続き
をとっている
□男性又は女性の一方のみを雇い入れようとしていない、男性又は女
性の採用人数をあらかじめ設定していない及び配置、昇進、教育訓
練、福利厚生、定年について女性と男性で差別的取扱いをしていない

②賃金、労働時間その他の労働条件が当該地域における通常の労働条
件と比べて著しく低くない。 法第5条の5

③求人の申込みを受理しない場合、その理由を求人者に対し説明して
いる。 則第4条の3第3項

④選考の方法又は選考のために必要としている書類が不適切ではな
い。 法第3条

○求職申込み受理に関する事項

①求職の申込みの内容が関係法令に違反していない。
（主なチェック項目）

□必要な技能、経験を有しない求職者が、危険な業務に就職を希望し
ていない
□労働者としての最低年齢に満たない児童が求職申込みを希望してい
ない
□女子又は年少者が法律により就業を制限されている業務に就業を希
望していない

法第5条の6第1項

②求職の申込みを受理しない場合、その理由を求職者に対し説明して
いる。 則第4条の4

（別添１）

適切な職業紹介事業を行うためのチェックリスト

※法は職業安定法を、則は職業安定法施行規則を指す。

チェック事項

○無料職業紹介事業の届出に関する事項

法第5条の5



○労働条件等の明示に関する事項

①求職者に対し、下記の条件を明示している。

□労働者が従事すべき業務の内容に関する事項

□労働契約の期間に関する事項
□就業の場所に関する事項
□始業及び終業の時刻
□所定労働時間を超える労働の有無
□休憩及び休日に関する事項
□賃金の額（※）に関する事項
□社会保険、労働保険の適用に関する事項

※固定残業代を採用する場合は、①固定残業代に係る計算方法、②固定残業
代を除外した基本給の額、③固定残業代を超える時間外労働、休日労働及び
深夜労働分についての割増賃金を追加で支払うこと等を明示している。

②求職者に対し、上記の労働条件の明示が書面の交付又はメール等に
より行われている。 則第4条の2第2項

○その他職業紹介の原則に関する事項

①求職者に対してその能力に適合する職業を紹介するとともに、求人
者に対してその雇用条件に適合する求職者を紹介するよう努めてい
る。（適格紹介の原則）

法第5条の7

②求職者に対して紹介された職業に就くこと又は求人者に対して紹介
された求職者を雇い入れることを強制していない。（自由の原則） 法第2条

③職業紹介において、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、
従前の職業、労働組合の組合員であること等を理由としてその取扱い
を差別していない。（均等待遇の原則）

法第3条

④安定所から通報のあった事業所からの労働争議の自主的解決を妨げ
るような求人申込みに対して求職者を紹介していない。（中立の原
則）

法第34条により準用す
る法第20条

○取り扱う職種の範囲等の明示に関する事項

①取り扱う職種の範囲その他業務の範囲、苦情の処理に関する事項及
び求職者の個人情報の取扱いに関する事項について書面の交付又は
メール等により明示している。

法第33条の2第7項にお
いて準用する法第32条
の13

○守秘義務及び個人情報の収集、保管及び使用適正管理に関する事項

①守秘義務を遵守している。
法第51条の2

②業務の目的の範囲内で適法かつ公正な手段で求職者等の個人情報を
収集、保管及び使用している。 法第5条の4第1項

○職業紹介に使用する帳票に関する事項

①求職票については、安定所で使用する求職票に準じたもの、中卒
用、高卒用職業相談票又は下記の事項の含まれた任意の様式のいずれ
かを使用している。

受付年月日、求職者の氏名、生年月日、性別、現住所、学科等、職
業相談状況、資格、就職希望の条件（職種、賃金、就業地、雇用形
態、就業時間）、紹介就職状況

法第5条の3第1項



②求人票については、安定所で使用する求人票に準じたもの、学卒用
求人票又は労働条件のほか下記の事項が含まれた任意の様式のいずれ
かを使用している。

受付年月日、求人者名及び所在地、代表者名、採用事務担当者の役
職氏名、事業内容等事業所の概要、求人数、福利厚生、応募資格、
応募書類、応募受付期間、選考方法、選考日時場所

○求人求職管理簿に関する事項

①求人求職管理簿が作成され備え付けられている。（書面によらない
備付けを行っている場合、直ちに明瞭かつ整然とした形式で機器に表
示され、また書面の出力が可能となっている。）

法第32条の15

②求人求職管理簿の記載項目について必要な項目が具備されている。 法第32条の15

③求人求職管理簿について完結後２年間保存されている。 法第32条の15

○若者雇用促進法に関する事項

①求人の申込みを受理する際に、以下の全ての青少年雇用情報を提供
するよう求人者の理解を求めている。

□過去3年間の新卒採用者数・離職者数
□過去3年間の新卒採用者数の男女別人数
□平均勤続年数
□従業員の平均年齢（※）
□前年度の月平均所定外労働時間の実績
□前年度の有給休暇の平均取得日数
□前年度の育児休業取得対象者数・取得者数（男女別）
□役員及び管理的地位にある者に占める女性割合
□研修の有無及び内容
□自己啓発支援の有無及び内容
□メンター制度の有無
□キャリアコンサルティング制度の有無及び内容
□社内検定等の制度の有無及び内容

※若者雇用促進法施行規則第５条に基づく青少年雇用情報ではないも
のの、参考値として可能な限り提供を求めている。

若者雇用促進法第14条
第1項

②学校卒業見込者等からの求めに応じて適切に、青少年雇用情報の提
供を求人者に求め、学校卒業見込者等へ提供している。

若者雇用促進法第14条
第2項

③若者雇用促進法第11条に基づき安定所が不受理とすることができる
求人者に該当する旨の自己申告があった求人者からの求人は取り扱わ
ない旨の取扱職種の範囲等の届出を行っている。

法第33条の2第5項



（別添２） 
 

指 導 票 
 

番 号 
平成 00 年 0 月 00 日 

（職業紹介事業を行う学校等の長） 
 
 

○○公共職業安定所長        
 

 
  貴事業所において下記の事項について改善措置をとられるよう、職業安定法第 48 条の 2
に基づき指導します。 
 

措置の必要性 措置の内容 

   
 

受領年月日 
受領者職名 
氏   名 

平成  年  月  日 
 

印 

備
考 

 （ ）枚のうち 
（ ）枚目 
 

 措置の状況については、平成 年 月 日までに書面により当公共職業安定所宛て

報告してください。 
 

以上 



（別添３） 

是正指導書 

 
番 号 
平成 00 年 0 月 00 日 

（職業紹介事業を行う学校等の長） 
○○公共職業安定所長        

 
 
 

  貴事業所において下記の事項について是正を行うよう、職業安定法第 48 条の 2 に基づき

指導します。是正の状況については、指定期日までに文書により当公共職業安定所宛てに提

出してください。 
 

法条項 違反事項及び是正のための措置 指定期日 
是正

確認 
 （違反事項） 

 
 
 
 
 
（是正のための措置） 
 
 
 
 
 
 
  

  

受領年月日 
受領者職名 
氏   名 

平成  年  月  日 
 

印 

備
考 

 （ ）枚のうち 
（ ）枚目 
 

 



（別添４）

番 号

年 月 日

学校等の行う職 業 紹 介 事 業 改 善 命 令 書

（職業紹介事業を行う学校等の長）

厚 生 労 働 大 臣

公共職業安定所長

職業安定法第 条の３の規定に基づき、下記の理由により 年 月 日届出、48
。届出番号 の学校等における することを命ずる

なお、この処分に不服のあるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号）の規定により、処分のあったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内

（ 、 ） 、ただし 処分のあった日の翌日から起算して１年以内 に厚生労働大臣に対し

審査請求をすることができる。

また、処分の取消しの訴えは、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）

の規定により、この処分のあったことを知った日から６箇月以内（ただし、処分

のあった日から１年以内）に、国を被告（代表者は法務大臣）として提起するこ

とができる。ただし、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審

査請求に対する裁決があったことを知った日から６箇月以内（ただし、裁決のあ

った日から１年以内）に提起することができる。

記

（理由）

印



（別添５）

番 号

年 月 日

学校等の行う職業紹介事業停止命令書

（職業紹介事業を行う学校等の長）

厚 生 労 働 大 臣

労 働 局 長

職業安定法第 条の２第７項において準用する同法第 条の９第２項の規定に33 32

基づき、 年 月 日から 年 月 日までの間、下記の理由により、 年 月

日届出、届出番号 の学校等における について

の職業紹介の停止を命ずる。

なお、この処分に不服のあるときは、行政不服審査法（平成２６年法律第６８

号）の規定により、処分のあったことを知った日の翌日から起算して３箇月以内

（ 、 ） 、ただし 処分のあった日の翌日から起算して１年以内 に厚生労働大臣に対し

審査請求をすることができる。

また、処分の取消しの訴えは、行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）

の規定により、この処分のあったことを知った日から６箇月以内（ただし、処分

のあった日から１年以内）に、国を被告（代表者は法務大臣）として提起するこ

とができる。ただし、審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審

査請求に対する裁決があったことを知った日から６箇月以内（ただし、裁決のあ

った日から１年以内）に提起することができる。

記

（理由）

印



平成　　　年度　　　　　　労働局

①無料職業紹介事業に係る累積届出件数
　（平成　　年度末時点） 0

②①のうち若者雇用促進法第11条に準じた
取扱職種の範囲等の届出件数（※１） 0

③チェックリストを活用した助言件数（※２） 0

④指導票による指導件数（※３） 0

⑤是正指導書による指導件数（※３） 0

⑥③～⑤の合計
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※１　「主たる事務所の所在地を管轄する労働局」ではない労働局として、若者雇用促進法第11条に準じた取扱職種の範囲等に係る変更の
　届出があった場合については、別途（　）書きにて当該件数を計上すること。
※２　チェックリストを活用して、職業紹介事業の取扱職種の範囲等の届出を促すなどした場合に、助言件数を計上することとし、チェックリストの
　郵送のみの場合は計上しない。
※３　④及び⑤の書面による指導を行った場合は、当該書面の写しを添付すること。

高専 短大 大学 専修 能開

（別添６）

職業紹介事業を行う学校等に対する指導等実施状況

指導等
の状況

届出状況

義務
教育
学校

中学校
高等
学校

中等
教育
学校

合計


